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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
測定する試料を繰り返し２回加熱する試料加熱部と、
前記２回の加熱に伴い試料から発せられる測定試料の熱発光強度およびバックグランドの
熱発光強度を光電子増倍管の電源をＯＮにした状態のまま一貫して測定する熱発光計測部
と、
前記試料加熱部と前記熱発光計測部とを収納する暗室と、
前記繰り返し２回行われる熱発光強度計測間に前記試料を冷却する、前記暗室に設けられ
た給気ダクトと冷却ファンとを有する給気部および排気ファンと排気ダクトとを有する排
気部と、
から構成され、１回目の測定で得られる温度－熱発光強度曲線と２回目の測定で得られる
温度－熱発光強度曲線の差を積分して積分発光量を求める熱発光測定装置において、
前記２つのダクト内に互い違いに配設された違い棚状の遮光板が設置されていることを特
徴とする熱発光測定装置。
【請求項２】
前記試料加熱部は、接合部なく一体構造に作製された放熱フィンを備えていることを特徴
とする請求項１に記載の熱発光測定装置。
【請求項３】
前記２つのダクトの開口部は、下向きであることを特徴とする請求項１または２に記載の
熱発光測定装置。
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【請求項４】
試料を加熱しながら、該試料から発せられる熱発光強度を光電子増倍管により測定するス
テップと、
該試料を冷却するステップと、
該冷却された試料を再加熱しながらバックグランド値を測定するステップと、
を有する熱発光測定方法において、
前記一連の各ステップにおいて熱発光強度計測部の光電子増倍管の電源を常にＯＮ状態の
ままとすることを特徴とする測定方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、熱発光測定装置と熱発光測定方法に関し、具体的には、熱発光強度を迅速か
つ精度よく測定することができる熱発光測定装置と熱発光測定方法に関するものである。
 
【背景技術】
【０００２】
　ガンマ線や電子線などのいわゆる電離放射線が物質に照射されると、物質を構成する分
子や原子の持つ電子が弾き飛ばされる。電子は動きやすいので、大部分はすぐに元の状態
に復帰するが、結晶性の物質では、含まれる不純物などの影響で、照射後も電子の過不足
が生じた純安定状態が維持され易い。これは、結晶には、不純物や転位などの格子欠陥が
存在しており、部分的にポテンシャルの高いところが存在し、それらの場所に自由電子が
トラップされるためである。この純安定状態は、熱で刺激されると、電子が基底状態まで
落ちることで解消され、即ち、蓄積されたエネルギーが放出され、その際、特定周波数の
発光が起こる。この現象を熱ルミネッセンス（ＴＬ：thermoluminescence）または熱発光
という。なお、本発明では、単に「熱発光」ともいう。
【０００３】
　上記熱発光で放射される光の量は、被爆した放射線量に依存するため、光度を測定する
ことで被爆した放射線量（パレオドース）を知ることができる。また、上記被爆線量は、
時間に比例する。したがって、発光した光度を測定して蓄積された被爆線量を評価し、こ
れと結晶が被った年間線量から、高温に曝されたときや太陽光を受けて電子が基底状態ま
で落ちたときからの時間を知ることができる。この原理を応用したのが、岩石や土器等の
年代測定に用いられる、いわゆる「熱ルミネッセンス（ＴＬ）年代測定法」である。
【０００４】
　一方、被爆した放射線量によって結晶内に蓄積されたエネルギーは、前述したように、
熱を受けることによって減衰し、その減衰量は結晶が受けた温度や被熱時間に影響される
。このことは、熱発光の測定は、地熱活動により受ける熱的影響を評価する一種の地質温
度計としての応用が可能であることを示しており、例えば、非特許文献１に記載されたよ
うに、熱源探査や地下温度構造の推定等に利用されている。
【０００５】
　なお、熱発光の測定に用いる岩石中に含まれる結晶としては、石英や長石、角閃石、方
解石、粘度鉱物等があるが、上記熱発光測定による年代測定や地熱活動の評価には、石英
や長石が用いられることが多い。中でも石英は、発光強度が強く、安定していることに加
え、内部に放射性元素を含まないことから、年間線量の評価が単純に行えるので最も多く
用いられている。
【０００６】
　上記石英を用いた熱発光の測定は、一般に以下の手順、方法で行われる。
　まず、岩石試料を採取し、粗砕して石英を選別し、微粉砕し、篩分けして５０～２００
μｍ程度の大きさに整粒した後、ＨＣｌ溶液やＨＦ溶液等で酸洗いし、不純物や表層を除
去して測定試料とする。
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　次いで、上記測定試料を、一定の加熱速度で室温（約４０℃）から蓄積エネルギーを放
出し終える４００℃超えの温度まで加熱し、各温度において試料が発する熱発光強度を、
光電子増倍管（ＰＭＴ：Photomultiplier tube、以降、単に「ＰＭＴ」ともいう）等を用
いて測定し、図１（ａ）のＡ線に示したような温度－発光強度曲線を得る。
　次いで、上記測定完了後の試料、即ち、蓄積エネルギー解放後の試料を用いて同様の測
定を行って、図１（ａ）のＢ線に示したようなバックグランドの温度－発光強度曲線を測
定し、先に測定した蓄積エネルギー解放前の試料の温度－発光強度曲線との差（グローカ
ーブ：図１（ｂ）のＣ線）を求めて積分し、積分発光量を求める。
【０００７】
　上記積分発光量は、測定に供した石英試料を採取した岩石や土器等が受けた被爆線量に
比例することから、年間に受ける被爆線量で割ることで、先に蓄積エネルギーを解放して
からの被爆時間、例えば、土器などが焼かれたときからの時間を推定することができる。
また、上記積分発光量は、熱的刺激によって減衰することから、他の地域から採取した岩
石と比較することで、地熱活動の違いや地熱の変化等を推定することができる。
【０００８】
　上記非特許文献１に記載された熱発光測定装置は、図２に示したように、測定対象とな
る試料を加熱する試料加熱部１と、上記試料加熱部で加熱した試料から発せられる熱発光
の強度を測定する計測部２からなり、それらは、周囲からの光を遮断する暗室３の内部に
収納されている。
　上記試料加熱部１は、図３に示すように、上面に測定する試料Ｘを載置する窪み（試料
置き４）を設けた平板状のＰｔ板５に電極６を介して電力を供給し、直接通電加熱して試
料Ｘを昇温する構造となっている。
　上記試料加熱部１の温度制御は、上記試料置き４の下部（裏側）に取り付けた熱電対７
で試料の温度を間接的に測定し、その測定結果に基き、温度制御装置８を介して電源部（
電力供給装置）９からＰｔ板に供給する電力を調整することで行っている。
　また、上記計測部２は、測定試料Ｘが発する熱発光の強度を測定する光電子増倍管（Ｐ
ＭＴ）１０と、上記ＰＭＴに高電圧を印加する高圧電源１１と、上記ＰＭＴで得た信号を
増幅する増幅器１２等から構成されている。
　また、測定試料から発せられる発熱光の波長は、広い範囲に及ぶが、測定に適した波長
を選択するため、および、発熱体からの赤外放射をカットするため、測定試料とＰＭＴと
の間にフィルター１３が挿入されている。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００９】
【非特許文献１】土屋範芳ら、「葛根田地熱地域の火山岩および火山砕屑岩中の石英の熱
発光－熱発光地質温度計の予察的研究－」：日本地熱学会誌、第１６巻第１号（１９９４
）ｐ．５５－７０．
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかしながら、先述したように、熱発光強度の測定においては、試料を室温（約４０℃
）から４００℃超えの温度まで一定昇温速度で加熱しているため、次の測定を行うために
は、測定装置を室温まで冷却する必要がある。特に、熱発光強度の測定精度を高めるため
には、熱発光強度を測定した後、同じ試料を用いて、再度、室温から４００℃超えの温度
までのバックグランドを測定する必要があるため、迅速に測定装置を室温まで冷却する必
要がある。しかし、上記非特許文献１の試料加熱部は、密閉した暗室内部に収納されてい
るため、上記冷却には長時間を要し、測定回数が大幅に制限されていた。
【００１１】
　そこで、従来技術においては、上記問題点を解消するため、加熱部１の扉を開けて扇風
機等で暗室外の空気を試料加熱部に向けて送風し、強制冷却していた。上記冷却方法では
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、過度の入光からＰＭＴを保護するため、ＰＭＴの電源をＯＦＦにする必要がある。しか
し、一度、電源がＯＦＦされたＰＭＴは、その後、電源をＯＮにしても、元と同じ感度特
性とはならないことが多い。そのため、バックグランドの測定結果が変動し、熱発光強度
の測定精度が低下するという問題があった。
【００１２】
　また、図３に示した試料加熱部は、Ｐｔ板に直接通電して加熱しているため、加熱ムラ
が生じる問題がある。また、Ｐｔ板が赤熱し、その赤外放射がＰＭＴにバックグランドと
して検出されるため、バックグランドに対する試料の発光強度比が相対的に低下し、測定
精度が低下するという問題がある。また、上記加熱方法では、Ｐｔ板と電極との接触部が
高温となって溶損することがあり、また、溶損したＰｔ板を交換した場合には、昇温特性
が変化し、測定条件が安定しない。さらに、上記構造では、熱電対をＰｔ板の試料置の裏
面に高温セメントで貼り付けていたため、剥がれ易く、正確な温度測定ができない。その
ため、全体的に操作性や測定精度の点で劣るという問題があった。
【００１３】
　本発明は、従来技術が抱える上記問題点に鑑みて成されたものであり、その目的は、暗
室を開放することなく、試料加熱部を急速冷却することができ、ひいては、迅速かつ精度
よく熱発光強度を測定することができる熱発光測定装置を提供するとともに、その熱発光
測定方法を提案することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　上記課題を解決するべく開発した本発明は、測定する試料を所定の温度範囲に亘り加熱
する試料加熱部と、前記加熱した試料から発せられる前記温度範囲に亘る熱発光強度を光
電子増倍管により繰り返し二度測定する熱発光計測部と、前記試料加熱部と前記熱発光計
測部とを収納する暗室と、前記繰り返し二度行われる熱発光強度計測間に前記試料を冷却
する、前記暗室に設けられた給気ダクトと冷却ファンとを有する給気部および排気ファン
と排気ダクトとを有する排気部と、から構成され、１回目の測定で得られる温度－熱発光
強度曲線と２回目の測定で得られる温度－熱発光強度曲線の差を積分して積分発光量を求
める熱発光測定装置において、前記２つのダクト内に互い違いに配設された違い棚状の遮
光板が設置されていることを特徴とする熱発光測定装置である。
 
【００１６】
　また、本発明の熱発光測定装置における上記試料加熱部は、接合部なく一体構造に作製
された放熱フィンを備えていることを特徴とする。
 
【００１７】
　また、本発明の熱発光測定装置における上記２つのダクトの開口部は、下向きであるこ
とを特徴とする。
　また、本発明は、試料を加熱しながら、該試料から発せられる熱発光強度を光電子増倍
管により測定するステップと、該試料を冷却するステップと、該冷却された試料を再加熱
しながらバックグランド値を測定するステップと、を有する熱発光測定方法において、前
記一連の各ステップにおいて熱発光強度計測部の光電子増倍管の電源を常にＯＮ状態のま
まとすることを特徴とする測定方法を提案する。
 
【発明の効果】
【００１８】
　本発明によれば、暗室に遮光が可能な給気部と排気部を設けて試料加熱部を強制的に冷
却するようにしたので、試料加熱部を迅速に冷却することができ、単位時間当たりの測定
回数を飛躍的に増大することが可能となる。
　また、本発明によれば、光電子増倍管の電源をＯＦＦにする必要がなく、測定試料の熱
発光測定からバックグランド測定までを、同一感度の光電子増倍管で、一貫して測定する
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ことができるので、熱発光測定精度を大幅に向上することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】熱発光強度の測定方法を説明する図である。
【図２】非特許文献１に開示の従来の熱発光測定装置を説明する概略図である。
【図３】図２の熱発光測定装置における試料加熱部を説明する図である。
【図４】本発明の熱発光測定装置を説明する概略図である。
【図５】本発明の熱発光測定装置に用いて好適な試料加熱部を説明する図である。
【図６】本発明の試料加熱部を用いて試料を加熱したときの経過時間と温度の関係を示す
グラフである。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　本発明の熱発光（熱ルミネッセンス）測定装置について説明する。
　図４は、本発明の熱発光測定装置の一例を示した概略図であり、図２に示した従来の熱
発光測定装置と同様、測定する試料を加熱する試料加熱部１と、上記加熱した試料から発
せられる熱発光を測定する光電子増倍管（ＰＭＴ）１０を備えた計測部２と、上記試料加
熱部１と上記計測部２のうちの少なくともＰＭＴ１０を収納し、周囲からの光を遮蔽する
暗室３から構成されている。なお、熱発光強度の測定には、ＰＭＴに代わり、ＣＣＤやＣ
ＭＯＳなどのイメージセンサ、Ｓｉフォトダイオードなどを用いることができる。
【００２１】
　上記暗室３は、暗室の高さ方向中段に設けられた遮熱板１４によって、試料加熱部１を
収納する下部暗室３ａと、計測部２のうちの少なくともＰＭＴ１０を収納する上部暗室３
ｂとに分割され、加熱された試料加熱部からの熱風の侵入や輻射熱によってＰＭＴ１０が
悪影響を受けないようにしている。また、上記遮熱板１４の中央には、試料Ｘから発せら
れた熱発光をＰＭＴに導くガラス窓１３´が設けられている。上記ＰＭＴ１０は、上部暗
室３ｂの内部に完全に収納されている必要はなく、少なくとも試料Ｘから発せられる熱発
光を受けて光電子に変換する変換部および光電子の増幅をおこなう増幅部が暗室内にあれ
ばよい。なお、上記遮熱板としては、ベークライト板などを用いることができる。また、
本発明の熱発光測定装置は、バックグランドを遮蔽し、試料からの熱発光を十分な強度で
測定できる構造となっているため、上記ガラス窓１３´は、フィルター機能を有するもの
でなくてもよい。
【００２２】
　ここで、下部暗室３ａ内に収納された試料加熱部について、図５を用いて具体的に説明
する。なお、（ａ）は分解斜視図、（ｂ）は断面図である。
　試料加熱部１は、測定する試料Ｘを収納した試料皿１５と、上記試料皿１５の周囲を取
り囲むようにして試料を加熱する加熱部本体１ａと、該加熱部本体１ａを覆う試料皿押え
１ｂから構成されている。また、上記加熱部本体１ａは、内部に発熱体１６を内蔵し、測
定する試料Ｘを収納した試料皿１５を下方から加熱する下部ブロック１ａａと、上記試料
皿を格納する貫通孔１７が設けられ、試料皿１５を周囲から加熱する上部ブロック１ａｂ
とから構成されている。
【００２３】
　加熱部本体１ａを、上記構造としたのは、発熱体１６を内蔵した下部ブロック１ａａの
上に試料皿１５を載置して加熱した場合には、試料皿の底部は加熱されても、試料皿の胴
部は加熱されないため、試料が均一に加熱されないからである。そこで、試料皿を載置す
る位置に試料皿を格納する貫通孔１７を設けた上部ブロック１ａｂを配設し、試料皿を側
面からも加熱する。
【００２４】
　試料皿１５の加熱温度は、上記下部ブロック１ａａの上面に、試料皿を載置する位置ま
で溝１８を形成しておき、該溝に熱電対７を挿入することで、試料皿下部の温度を測定す
る。このとき、熱電対の頭部が試料皿の下部に直接接触すると、試料皿が浮き上がり、下
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部ブロックと試料皿との間に隙間が生じて、下部ブロックからの伝熱が阻害されたり、試
料皿が不安定となったりする。そこで、上記のように溝に熱電対を挿入する場合には、下
部ブロック１ａａと上部ブロック１ａｂの間に、熱電対７を押え込むための熱電対押え１
ａｃを挿入するのが好ましい。なお、上記熱電対押えを挿入する場合には、熱電対押えの
厚さを極力薄くするか、試料皿を載置する位置に凹み１９を設けて、下部ブロックと試料
皿との距離をできるだけ縮めるようにするのが好ましい。
【００２５】
　ここで、上記試料皿１５の胴部は、上記上部ブロックに対して、０．１～０．３ｍｍ程
度突出する高さを有することが好ましい。後述する試料皿押えで試料皿を押えるために必
要であるからである。
【００２６】
　なお、前述した熱電対押え１ａｃは、必ずしも必要ではなく、例えば、上記した熱電対
を挿入する溝１８に代えて、熱電対を挿入する孔を設けた場合や、上部ブロックの貫通孔
を底付きとし、熱電対押えとして用いる場合には、不要である。ただし、この場合にも、
下部ブロックに設ける孔の位置を上面にできる限り近づけたり、上部ブロックの貫通孔に
設ける底の厚さをできる限り薄くしたりするのが好ましい。
【００２７】
　次に、上記加熱部本体１ａを覆う試料皿押え１ｂについて説明する。
　この試料皿押え１ｂは、上部ブロック１ａｂの貫通孔１７内に格納された試料皿１５を
上から押圧することによって、試料皿１５と熱電対押え１ａｃとの密着性を高めて、試料
皿１５の温度を下部ブロック１ａａの温度により近づける役割を有するものである。
【００２８】
　ただし、この試料皿押え１ｂは、試料皿１５と接触している部分以外は、上部ブロック
１ａｂと離間していることが好ましい。それは、試料皿押え１ｂと上部ブロック１ａｂと
が接触すると、試料皿押え１ｂも下部ブロック１ａａによって加熱され、赤外放射が発生
するため、ＰＭＴ１０で測定されるバックグランドが増大し、熱発光の測定に悪影響を及
ぼす。そこで、上記試料皿押え１ｂを上部ブロックと離間させることで形成される空気層
に遮熱板としての機能を持たせるのが好ましいからである。上記効果を得るためには、上
記離間距離は０．５～１ｍｍ程度とするのが好ましい。なお、試料皿押えを断熱材で形成
しても同様の効果を得ることができるが、耐久性や耐熱性の点で、空気層を遮熱板として
活用する方が優れている。
【００２９】
　なお、上述した加熱部本体で、試料皿を均一な温度に加熱するためには、下部ブロック
１ａ（特に、発熱体より上側）、上部ブロック１ｂおよび熱電対押え１ｃが同一温度かつ
均一に加熱される必要がある。そのためには、上記した試料皿や、上部ブロック、熱電対
押さえおよび下部ブロックは、熱伝導性に優れる金属、例えば、アルミニウム（合金を含
む）や銅（合金を含む）で製造するのが好ましい。中でも、アルミニウムは、加工性が良
好で、安価であるので好ましい。
　また、下部ブロックと熱電対押え間、および、熱電対押えと上部ブロック間の熱伝導性
が高いことも必要である。そこで、上部ブロック、熱電対押えおよび下部ブロックは、ボ
ルト等で締結して押圧し、密着性を高めてやることが好ましい。
【００３０】
　また、上記試料皿１５の加熱温度制御は、先述した熱電対７の測定温度と、目標温度と
の差がゼロとなるよう、ヒータに投入する電力をＰＩＤ制御することにより行うのが望ま
しい。また、発熱体への供給電力の制御は、ゼロクロスＳＳＲを使用したサイクル制御を
採用するのが望ましい。この制御方式は、電気的なノイズも抑えられる他、一番簡易なＯ
Ｎ／ＯＦＦ＋ＳＳＲ制御よりも精密な電力量の調整、即ち、精密な昇温速度制御が可能で
ある。また、上記加熱部本体に内蔵される発熱体は、特別なもので有る必要はなく、市販
のカートリッジヒータやシーズヒータ等であれば好適に用いることができる。
【００３１】
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　ところで、前述したように、図２に示した従来の熱発光測定装置は、４００℃を超える
高温まで加熱した試料加熱部を強制冷却する手段を有していなかったため、室温まで冷却
するのに長時間を要し、測定回数が限られていた。また、上記問題を解消するため、試料
加熱部やＰＭＴ等を収納した暗室の扉を解放し、扇風機等で強制冷却した場合には、冷却
時間を短縮することはできるものの、光電子増倍管の感度特性が変化し、測定精度が低下
するという問題があった。
【００３２】
　そこで、本発明は、図４に示したように、下部暗室３ａに、暗室外の空気を上記試料加
熱部に向けて送風して冷却する冷却ファン２１ａを有する給気部２１と、上記冷却に使用
された空気を暗室外に排出する排気ファン２２ａを有する排気部２２を設置して、試料加
熱部１を強制冷却するようにした。この給気部２１および排気部２２の設置により、暗室
３を開放することなく、試料加熱部１を急速冷却することができるので、測定精度を低下
することなく、冷却時間を短縮することが可能となる。
【００３３】
　また、上述した冷却効果をさらに高め、冷却時間をより短縮するためには、試料加熱部
１、具体的には、加熱部本体１ａの下部ブロック１ａａに冷却フィン２０を設置すること
が好ましい。ただし、上記冷却フィンは、試料皿１５とは反対側、即ち、下側に設置する
のが好ましい。というのは、冷却フィン２０は、加熱中においても冷却機能を発揮し、下
部ブロック内の温度を不均一化するからである。
【００３４】
　ここで、上記冷却フィン２０は、下部ブロック１ａａと一体構造とするのが好ましい。
これは、下部ブロック１ａａと冷却フィン２０を別体として作製し、組み合わせた場合に
は、接合部の伝熱抵抗が大きくなり、冷却能が低下するからである。なお、上記問題点は
、接合面を鏡面加工することである程度の改善は可能であるが、加工コストが上昇するば
かりでなく、大気中で４００℃超えの温度まで加熱されるため、表面に酸化皮膜が形成さ
れたり、熱歪によって接合部の密着性が低下したりするため、安定した冷却能を得ること
ができない。
【００３５】
　また、上記冷却フィン２０は、下部ブロックの大きさにもよるが、３～５枚程度とする
のが好ましい。３枚未満では、冷却効果が小さく、一方、５枚を超えると、加工すること
が難しくなるからである。
　また、上記冷却フィン２０は、冷却空気が流れる方向に平行に立設するのが好ましい。
冷却空気が流れに垂直な方向では、冷却空気が最初に当たるフィンは冷却されるが、その
他のフィンが冷却されないため、冷却能が低下するだけでなく、試料加熱時の温度ムラを
引き起こすので好ましくない。
【００３６】
　また、上記した試料加熱部の冷却速度を高める観点からは、加熱ブロック１ａおよび冷
却フィン１８の素材は、熱伝導性に優れかつ加工が容易なものであることが好ましく、具
体的には、アルミニウム（合金を含む）やＣｕ（合金を含む）であることが好ましい。
【００３７】
　上記給気部２１、排気部２２を設けることによって、試料加熱部の冷却時間は大幅に短
縮される。しかし、冷却ファン２１ａや排気ファン２２ａのみでは、下部暗室３ａ内に外
部の光が射し込み、ＰＭＴ１０に悪影響を及ぼす。そこで、外部からの光を遮蔽するため
、上記給気２１および排気部２２のそれぞれに開口部を有するダクト２１ｂ、２２ｂを取
り付けるとともに、その内部に、上記開口部から光が侵入するのを防止する違い棚状の遮
光板２１ｃ、２２ｃを複数設置することとした。上記違い棚状遮光板は、間隔を開けて互
い違いに配設されているので、空気の流れを妨げることなく、光の侵入を効果的に遮るこ
とができる。
【００３８】
　なお、上記給気ダクト２１ｂおよび排気ダクト２２ｂの開口方向は、横方向でもよいが
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、光の侵入を遮る観点からは下向きとするのが好ましい。また、上記ダクト内に設置する
違い棚状の遮光板２１ｃ、２２ｃは、２以上とするのが好ましいが、空気の流動抵抗の上
昇を抑制する観点、および、５を超えて増加させても遮光効果はほとんど変わらないこと
から、最大でも５程度とするのが好ましい。
【実施例】
【００３９】
　図２に示した非特許文献１に記載された熱発光測定装置と、図４に示した本発明の熱発
光測定装置の２つの装置を用いて、発光強度測定値の比較実験を行った。
　なお、試料測定に際しては、装置の構成上、被測定鉱物を載せない発熱体のみの赤外放
射による発光強度データは常に一定であるはずなので、これを発光量測定時の安定性評価
に用いることとした。
　熱発光強度の測定は、図２に示した熱発光測定装置については、加熱終了後は暗室開放
あり（ＰＭＴ電源断あり）、扇風機による強制冷却なしの条件で行い、また、図４に示し
た本発明の熱発光測定装置については、加熱終了後は暗室解放なし（ＰＭＴ電源断なし）
、強制冷却ありの条件で行い、それぞれ５０℃から４００℃まで加熱し、加熱終了後、上
記条件で５０℃まで冷却するのに要する時間を測定した。
　上記測定は、各条件で１０回連続して行い、積分発光量については常用する測定温度区
間である５０℃から３６５℃までの１℃毎の発光量を積分した値を求め、それらの平均値
と標準偏差σの大きさを、また、冷却時間については、それらの平均値を求めた。実際の
測定では、この動作を１測定試料につき２回（発光量測定とバックグランド測定）繰り返
して行うことになるので、所要時間は約２倍となる。
【００４０】
　上記測定の結果を表１と図６に示した。この結果から、本発明の熱発光測定装置を用い
ることにより、熱発光測定時間を大幅に短縮することができることがわかる。また、積分
熱発光量を見ると、本発明例は比較例に比べて平均値が大きいにも拘わらず、標準偏差が
小さいことから、熱発光測定精度も大きく向上することがわかる。また、昇温速度も一定
にできることもわかる。
【００４１】

【表１】

【符号の説明】
【００４２】
　Ｘ：測定試料、１：試料加熱部、１ａ：加熱部本体、１ａａ：下部ブロック、１ａｂ：
上部ブロック、１ａｃ：熱電対押え、１ｂ：試料皿押え、２：計測部、３：暗室、３ａ：
下部暗室、３ｂ、上部暗室、４：試料置き、５：Ｐｔ板、６：電極、７：熱電対、８：温
度制御装置、９：電源（電力供給装置）、１０：高電子層倍管（ＰＭＴ）、１１：高圧電
源、１２：増幅器、１３：フィルター、１３´：ガラス窓、１４：遮熱板、１５：試料皿
、１６：発熱体、１７：貫通孔、１８：熱電対用溝、１９：試料皿置き用凹み、２０：冷
却フィン、２１：給気部、２１ａ：給気ファン、２１ｂ：給気ダクト、２１ｃ：遮光板、
２２：排気部、２２ａ：排気ファン、２２ｂ：排気ダクト、２２ｃ：遮光板
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【要約】
【課題】短時間でかつ精度よく熱発光強度を測定することができる熱ルミネッセンス測定
装置を提供する。
【解決手段】測定する試料を加熱する試料加熱部と、前記加熱した試料から発せられる熱
発光強度を測定する熱発光計測部と、前記試料加熱部と前記熱発光計測部とを収納する暗
室から構成される熱発光測定装置において、前記暗室には、給気ダクトと冷却ファンとを
有する給気部と、排気ファンと排気ダクトとを有する排気部が設けられていることを特徴
とする熱発光測定装置。
【選択図】図４

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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